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2月8日の尾張北部環境組合議会の定例会で、独立した第三者

機関として公正入札監視委員会を設置することが可決されました。 

組合は、新ごみ処理施設建設の入札手続きを昨年5月から進め

ていましたが、入札妨害の疑いがあるとの判断で10月初め、入札

手続きを一時中断。調査を行ってきました。 

設置が決まった公正入札監視委員会は、 

3人以内の学識経験者などで構成。今年度 

から来年度にかけ、入札妨害の真偽につい 

て議論、追加調査し組合に答申する予定。 

組合は答申を尊重して今後の入札手続きの 

方針を判断するとしています。 

 

用地譲渡で合意したはずが・・議会直前ご破算に 

一方、3業者が保有し組合が未取得のままだった用地3筆のう

              

  

 マイナンバーカード取得を促

すダイレクトメールの送付。コ

ンビニでの住民票交付の開始。

マイナポイントで5,000円還

元。さらに3月からはマイナン

バーカードが健康保険証代わり

ちの2筆については、2月初めまでに地権者（2社）から譲

渡に応じる了解が得られました。これを受け正式契約とする

ための「財産の取得について」の議案が定例会に提案される

予定でしたが、直前に取り下げとなりました。 

地権者（業者）は「入札要件が当初のままならば全面協力

するが、入札要件が変わる可能性があるので協力できない」

と主張していることがわかりました。 

組合は「入札要件と用地交渉は別物であり、用地の値段以

外の要件をテーブルにのせた用地交渉はしない」とし、3筆

の用地取得費1695万円を来年度に繰り越し、引き続き用地

取得に努力する方針です。 

建設用地を確実に取得した上で入札手続きを進めるのが公

正な入札の必須条件。用地を保有する業者が、入札要件の見

直しの可能性に言及し（仮）譲渡契約が白紙になったのは２

度目です。 

になります。菅政権が推進するマイナンバーとマイナンバーカードを

めぐる情勢が急展開しています。政府の大宣伝の影響で、カードの申

し込みに市役所を訪れる方が増えています。 

 

 

 

保険医協会は、これまで通り保険証での受診を呼びかけ 

 3月からマイナンバーカード受診が開始されますが、医療機関など

で必要となる顔認証付カードリーダー（カード読み取り機）の導入は

進んでいません。 

厚生労働省は、顔認証付に限りタダで医療機関や薬局に提供し、3

月開始時点で6割の医療機関などの参加をめざしてきました。しか

し厚生労働省ＨＰによると、1/31現在、顔認証付カードリーダーを

申し込んだのは、愛知県内の病院で37.7％、医院で27.3％、歯科

医院では10.6％、薬局で39.6％にすぎません。（ただし読み取り機

を申し込んだ医療機関等が、3月から対応を開始するとは限りません） 

市内の拠点病院、江南厚生病院も当面の間、対応の予定はないとし

ています。（右図は全国保険医団体連合会のマイナンバーカードは不要、従

来の保険証での受診を呼びかけるポスターの一部） 

コロナ対応、ワクチン接種で精一杯の 
医療機関への減収補てんこそ必要です 

 国はマイナンバーカードの健康保険証利用のメリットと

して、失効した保険証で受診した場合の請求ミスが防止でき

るとしています。しかしそのようなケースは1％もなく現状

でも対応は可能です。 

 むしろマイナンバーカードが保険証となれば、受診のたび

に窓口で顔認証が必要になります。そのため自分ではできな

い高齢者、障がい者、子どもの患者への対応が大変です。患

者のカード持ち歩きによる紛失リスクも生じます。医療機関

は窓口業務量が増大するだけでなく、システム導入や維持管

理のために多額の設備投資も必要となります。 

今、医療機関は、コロナ感染患者への特別の配慮やコロナ

禍での減収、ワクチン接種で自治体の要請に応えなければな

らないなど、重荷が重なっています。こんな時にマイナンバ

ーカード受診を押し付けるのは 

は無理というものです。 

必要なのは、地域医療体制を 

守るため医療機関への減収補て 

んを国の責任でしっかり行うこ 

と。市民に対しては、これまで 

通り保険証で受診できることを 

呼びかけ、あわててマイナンバ 

ーカードを取得する必要がない 

ことを周知するべきです。 
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